
はじめに

科学的進歩と技術革新が近年の経済パフォーマンスの重要な牽引役となっています。

知識を創造し、普及させ、活用できることが、競争優位、富の創出、生活の質向上をも

たらす大きな源泉となっているのです。こうした変革の大きな特徴としては、経済･社

会に対する情報通信技術（ICT）の影響力の高まり、最新の科学的進歩の新製品･プロセ

スへの急速な応用、OECD諸国全域で見られる急ピッチのイノベーション、より知識集

約型への産業･サービス業の転換、必要とされるスキルの高度化などが挙げられます。

これらの変化は、科学、技術、イノベーションが今では経済パフォーマンスと社会生

活を改善させる上で重要になっているということを意味しています。しかし、政府がこ

うした変革の恩恵を享受しようとすれば、適切な政策を実施しなければなりません。公

共支出の制限、競争とグローバル化の強まり、イノベーションプロセスの牽引役の変化、

科学技術が経済パフォーマンスと社会変化で果たす役割への理解の深まりなどから、各

国政府とも目的を明確にした政策を打ち出しています。企業と消費者がニューエコノミ

ーのニーズとチャンスに順応できるよう、政府はこれまでにもましてその促進に努めな

ければなりません。しかし、それ以外にも政府の積極的役割が欠かせない分野として、

基礎研究への投資、政策の立案･実行に利害関係者を関与させることなどもあります。

本政策フォーカスでは、ニューエコノミーにおける科学、技術、イノベーションの役

割を探るとともに、経済成長と社会生活の向上を図るために科学技術の進歩を促進する

政府の役割を解説します。
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OECDの最近の分析に

よれば、科学、技術、イ

ノベーションは経済パフ

ォーマンスで重要な役割

を果たしている。近年、

いくつかのOECD諸国

（オーストラリア、デンマ

ーク、フィンランド、ア

イルランド、ノルウェー、

米国など）では、労働と

資本の利用効率の改善を

反映して、多要素生産性

（MFP）が上昇している。

MFPが上昇しているのは

一般に経営慣行の改善、

組織の再編、さらには、

より効果的で革新的な財

やサービスの生産方法に

よるものである。MFPの

上昇は急速な技術進歩を示しているだけで

はない。OECD諸国では、情報通信技術

（ICT）への投資拡大や平均的労働者のスキ

ルアップにより、資本と労働の質も高まっ

ている。特にICTは重要なファクターとな

っており、いくつかの国では生産性に強い

影響を与えている。とりわけ、組織の再編

や労働者のスキルアップを伴う場合にはそ

うである。ICTは、これまで停滞していた

サービス業のパフォーマンス改善に寄与し

たほか、コミュニケーションを容易にし、

取引のコストを削減し、企業間のネットワ

ークと協力の拡大を可能にした。

イノベーションと技術革新の役割が増し

ていることは、イノベーションプロセスの

変革と結びつけて考えることができる。イ

ノベーションはより市場主導型になってお
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ニューエコノミーにおける科学、技術、イノベーションの役割は何か？

り、欧州12ヶ国を対象にしたイノベーショ

ン調査によれば、製造業は売上高の30％以

上を新製品もしくは改良製品で稼ぎ出して

いる。 科学のアウトプットはOECD諸国全

域を通じて増勢をたどっており、特許デー

タによれば、すべてのOECD諸国で、ICTと

バイオテクノロジーを中心とする多くの技

術分野にわたって、イノベーションは急増

している。今ではイノベーション関連融資

に占める新興企業や高リスクプロジェクト

の比率も高まっている。学界と産業界の間

などで、イノベーションのネットワーク化

と協力への重要性がはるかに強まっている。

米国特許の引用件数に関する最近の分析に

よれば、バイオテクノロジー分野における

引用の70％強は公的な科学研究機関による

単独の研究論文によって占められている。

イノベーションは、グローバル化を強め、

バイオテクノロジーとICTにおけるイノベーション
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イノベーションが強まっていることを示すその他の指標はあるか？

近年の経済パフォーマンスにおいて科学

技術の重要性が高まっていることを示す指

標はこのほかにもある。ニューエコノミー

で決定的な要素となっているICTへの投資

は近年、急増している。ICT普及率は90年

代後半にインターネットの登場とともに加

速した（ただし、国によって大きな格差が

なお残っている）。無形資産－教育、研究開

発（R＆D）、ソフトウエア－への投資も高

水準となっている。新技術にはスキルを持

った労働者が必要なので、教育は重要であ

る。中等教育以上を終了した成人がOECD

の全人口に占める比率は、この一世代で

44％から72％へと上昇し、高等教育以上を

終了した成人の比率も22％から41％へとほ

ぼ倍増している。付加価値や雇用に占める

知識集約型産業のシェアも上昇傾向をたど

っている。オーストラリア、EU、米国では、

付加価値に占める知識集約型産業のシェア

が1997年には約50％に達し、1985年当時

のシェアを大幅に上回っている。

イノベーションの資金はこの10年間でま

すます市場主導型になっている。冷戦終結

に伴い、国防関連R＆Dは減少している。さ

らに、景気の悪化や多額の財政赤字による

公共支出の制限によ

り、政府R＆Dの対

GDP比が90年代前半

にほぼ一貫して低下

したほか、90年代前

半の景気低迷に伴い

OECD全体のR＆D集

約度も大幅に低下し

た。しかし、近年に

なってR＆D投資は増

加している。財政赤

字が改善しているほ

か、フィンランドや

日本などの国は公的

融資を拡充している。

多くの国でマクロ経

済状況が改善し、企

業R＆Dの大幅回復に

寄与している。特に

デンマーク、フィン
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OECD諸国におけるR&D資金のトレンドと構成

多くの源泉から生み出され、サービス業な

ど広範な業種に広がっており、経済成長の

基盤を広げている。さらに、特にアイルラ

ンド、日本、米国では、中レベル以上のハ

イテク製品が製造業の輸出に占める比率が

高まっている。
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サービス業におけるイノベーションはどうか？

技術とイノベーションの役割が増大して

いることは、OECD諸国で今や企業部門の

40～60％を占めているサービス業でも見て

取ることができる。従来、サービス業は活

力が乏しく、生産性の上昇がほとんどある

いはまったく見られず、イノベーションに

欠けている、とされてきた。しかし、最近

の分析によれば、こうした見方は正しくな

い。多くのサービス業で生産性の急激な上

昇が見られ、いくつかのサービス業は革新

的で、また、新たなサービス関連職ではス

キルを持った人材がますます必要となって

いるのである。ICT関連機器の購入ではサ

ービス業が他の業種を圧倒しており、一部

のサービス業のパフォーマンスはICTの強

い影響を受けるようになっている。ICTは、

金融サービスのような情報処理産業ばかり

でなく、物流などの分野でも重要である。

ICTによって輸送の効率化が可能になるか

らである。ICTは運輸、通信、卸売り、小

売り、金融、企業向けサービスなど多くの

サービス業で生産性の改善を可能にしてい

るが、計測上の問題から生産性の公式推計

にはそうした影響力の大きさがまだはっき

りと表れてはいない。しか

し、サービス業の生産高を

適切に計測すれば、その急

激な上昇が浮き彫りになる

可能性は高い。米国銀行業

界を対象にした最近の公的

な調査によれば、1977～

94年の生産高伸び率は年率

7.4％であり、従来の年率

1.3％という公式統計の数

字を大きく上回る。

サービス業はより革新的

になってきている。欧州諸

国を対象にしたイノベーシ

ョン調査によれば、サービ

ス業は年間売上高の1.2～

4％をイノベーションに投

資している。OECD諸国全
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企業のイノベーション支出

ランド、日本、スウェーデン、米国などで

はそうである。ベンチャー・キャピタルが

新興ハイテク企業への資金供給元として大

きな役割を果たしており、イノベーション

に貢献している。1999年には、IT関連企業

が米国ベンチャーキャピタル資金全体の3分

の2以上を集めた。近年、ベンチャーキャピ

タル市場は急拡大しており、北米では2倍の

規模に、欧州では3倍以上の規模へと膨らん

でいる。
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イノベーションにおける科学の役割は何か？

科学的進歩がイノベーションプロセスの

より直接的な原動力となっている。イノベ

ーションが科学に直接的に根差している分

野（バイオテクノロジー、情報技術、新素

材など）では技術の進歩が加速しており、

科学界との連携を求める企業のニーズが強

まっている。多くの技術が非常に複雑化し

ているので、今では多くの場合、イノベー

ションには外部の知識や学際的な知識が一

層必要となっている。例えば、コンピュー

タ産業のイノベーションには、物理学、数

学、言語理論などの知識やその他の幅広い

領域の専門能力が必要となっている。競争

の強まりやR＆Dの短期志向化、知識の「陳

腐化」の速さなどから、企業は自社のR＆D

費用を節減し、代替的な知識源を模索せざ

るを得ない状況にもなっている。

産業界と学界の連携強化は、大学などの

研究機関にとっても企業にとってもメリッ

トをもたらす可能性が高い。大学は、学生

の就職先を確保し、カリキュラムを時代に

合わせて更新し、研究への支援を獲得しよ

うとして産業界とのつながりを求めている。

研究で最先端を行っている大学も、イノベ

ーションネットワークにおける自らのポジ

ションを固めたり、知識市場における自ら

の位置を確立しようとして企業との戦略的

提携を模索している。一方、企業にとって

は、新たな科学的知識やネットワーク、問

題解決能力のアクセスというメリットもあ

るが、最大のメリットは、多くの場合、よ

く訓練された人材を確保しやすくなるとい

う点にある。

研究機関と大学が交流する方法としては、

公的あるいは民間の研究ネットワーク、研

究契約、ライセンス供与、共同出版、産業

界への学生の就職など、いくつかの方法が

ある。いくつかのチャネルは、政策に新た

体で見ると、サービス業のR＆Dが企業全体

のR＆Dに占める比率は1980年当時の5％弱

から1995年には15％強へと上昇している。

カナダのようにサービス業のR＆Dの計測が

優れている国では、この比率は今や約30％

にも達している。通信や運輸などの業種は

今では多くの製造業よりも技術集約型にな

っている。コンピューティングやコンサル

ティングなど知識集約型のサービス業が急

成長しており、イノベーションの重要な源

泉になっている。他の多くのサービス業も、

サービス提供面へのICTの導入、規制改革

による競争の強まり、イノベーションプロ

セスにおけるネットワーキングの役割増大

などを背景に、より革新的になっている。

サービス業が持っているイノベーション

への潜在能力はまだ十分に発揮されていな

い。価格を引き下げてサービス関連ICTを

購入しやすくしたり、競争とイノベーショ

ンを促進したりするには、規制改革が必要

とされる。サービス業における貿易と外国

投資への障壁引き下げも競争を強めること

につながり、画期的なアイデアやコンセプ

トの各国への普及を促進するはずである。

企業R＆Dの推進政策も、サービス業のイノ

ベーションに不利になっている場合には、

修正する必要がある。サービス業に関する

包括的なデータの整備もサービス業におけ

るイノベーションへの理解を深める上で役

立つ。
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企業間の協力とネットワーク化は1990年

代に入ってから急速に進んでいる。イノベ

ーションのコストとリスクが増すにつれて、

企業はますます専門性を強め、内向き志向

から外向き志向へとシフトしている。多く

の主要な発展が広範な科学的、商業的知識

イノベーションネットワークはどのような役割を果たすか？

な課題をもたらすという点で、特に注目に

値する。例えば、大半の国では、大学その

他の研究機関から発生した（スピンオフ）

企業が、イノベーションネットワークに欠

かせない要素として、多くの国でその役割

をいよいよ強めている。OECDの速報デー

タによれば、北米におけるスピンオフ企業

の設立は他のOECD諸国より約3～4倍も多

い。大部分のスピンオフ企業はICTとバイ

オテクノロジーの分野に集中しており、こ

れがこの産学交流チャネルへの政策面から

の関心が高まっている重要な理由の1つとな

っている。政府は、研究者や起業希望者へ

のインセンティブを改善するなどして、ス

ピンオフ企業設立への障害を低くすること

ができる。

学界と産業界間の科学者の移動も重要な

交流チャネルである。入手可能なデータに

よれば、この点ではOECD各国間に大きな

違いが見られる。米国では、科学者やエン

ジニアは4年に1度転職しており、ソフトウ

エアやITの分野では転職率はさらに高い。

一方、日本では、転職を経験するエンジニ

アは全体の20％しかいない。人材の流動性

をめぐる全体的状況を決めるのは雇用規則

や労働市場の状況であるが、研究者が転職

する上で大きな障害となっているのは、公

的部門と民間部門間で年金を移転できない

ことである。さらに、公務員の雇用に関す

る法律や、一時的な離職や副業に関する規

則、大学研究者の起業に関する規則なども

制約要因となっている。

学界と産業界の連携に影響している障害

はほかにもある。例えば、知的所有権の譲

与をめぐる状況も国によって大いに異なる。

公的な助成金による研究の所有権を研究の

実施機関に認めている国もあれば、発明者

に認めている国もある。研究機関にライセ

ンスを譲与すれば研究の独占性は薄れる。

しかも、公的機関の研究者は従来から産業

界への貢献度によってではなく研究によっ

て評価されている。ということは、公的機

関の研究者には産業界と協力して研究を商

業化するインセンティブがあまりないとい

うことである。

学界と産業界の交流は、制度や規制枠組

み、研究への助成、知的所有権、研究者の

地位や流動性などの違いによって、国によ

って様々な形態をとっている。したがって、

政策面での課題も異なってくる可能性が高

い。イタリアやメキシコのように公的部門

がR＆Dで大きな役割を果たしている国で

は、企業部門の技術吸収力はあまり育って

いない場合が多い。フランスや英国のよう

にR＆Dへの公的な関与が平均的な国では、

政策の中心はしばしば学界と産業界の交流

を活発化してR＆Dの重複を避けたり、科学

界の企業ニーズへの感応度を高めることに

置かれている。日本や米国のようにR＆Dへ

の公的な関与が比較的低い国では、公的な

研究の影響力を高めるとともに、その質を

引き上げることがしばしば重要な関心事と

なっている。



に依存するようになっているため、企業は

もはや全ての関連分野を自らカバーできな

くなっているのである。不確実性を低め、

コストを分担し、知識を共有するために、

企業が様々な専門分野で協力していく必要

性がますます強まっている。政府は今や、

協力効果を促進し、自国経済の持つ潜在的

なイノベーション能力を一層有効に活用す

るため、企業間や企業と研究機関の間の協

力を振興している。協力には、活動の規模

や範囲の拡大、コストの分担、リスクの共

有、複雑な問題の処理能力の強化、学習効

果、柔軟性の強化、効率性の向上、スピー

ドアップなど、多くの利益をもたらす可能

性がある。

企業は、暗黙の知識（経験やスキル）の

管理を維持することに注力するようになっ

ており、他の種類の知識を提供してくれる

ネットワークへと統合されてきている。企

業は買収や合併によっても知識を手に入れ

ている。全世界の国際的企業合併･買収

（M＆A）額は1991～99年の間に850億ドル

から5,580億ドルへと6倍

以上も増えている。戦略

的提携もこの10年間で急

増しており、1999年には

40％も増えた。新規提携

数は1989年の1,000件強

からその10年後には7,000

件余りへと増加している。

最近の提携は従来のもの

よりもはるかに大型化し

ている。域内のICT関連の

新規提携数は、例えば、

1980年代前半から90年代

半ばまでに3倍へと増えて

いる。米国の上位1,000社

を見ると、戦略的提携に

よる利益が企業の全利益

に占めるシェアは1998年に4分の1に達し、

90年代初めに比べると倍増している。

ネットワーク化の重要性は、増加する国

際的に所有されている発明においても明ら

かである。OECD諸国全体の特許取得者数

に占める外国人共同発明者数の比率は80年

代半ばの5％からその8年後には9％にまで

上昇している。1995年にはすでにOECD諸

国全体の全科学関連刊行物の26％が国際的

な共同作業によるものとなっていた。共同

作業は、技術のデファクト・スタンダード

を作ろうとする意欲が動機となって行なわ

れる場合もある。その好例は、欧州におけ

る携帯電話の急速な普及につながったGSM

方式（汎欧州デジタル携帯電話方式）の開

発である。多くの協力契約が交わされてい

るのは、ICTの活用･導入が難しいためや、

とりわけ、例えば銀行や航空会社などの場

合、互換性と相互運用性を確保する必要が

あるためである。例えば、米国の金融サー

ビス技術コンソーシアム（FSTC）では、銀

行間の小切手交換を容易に行なえるよう小
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イノベーションを取り巻く環境は変化しているか？

イノベーションを取り巻く環境で変化し

た要素は他にもある。人的資本はイノベー

ションプロセスで常に重要な要素となって

きたが、今ではスキルを持った労働者の国

際的な流動性が重要性を増している。海外

のスキルを持った人的資源を惹きつけ、あ

るいは活用しようとする努力が強まってい

るのである。オーストラリアや米国などの

国は高度のスキルを持った人材の移住から

大きな恩恵を受けている。米国がICT分野、

特に人的資本が重要な役割を果たすソフト

ウエア分野で急成長を維持できたのは、ス

キルを持った労働者を海外から受け入れた

ため、と見られている。従って、移民は米

国の景気拡大を持続させている要素の1つと

いえるかもしれない。移民が、最も切迫し

ているスキルへのニーズを一部満たしてい

るからである。

変化は企業レベルでも起きている。従来、

イノベーションの主役はしばしば大手企業

と見られていたが、中小企業が、何もハイ

テク分野に限られた話ではないが、特にハ

イテク分野で、ますます重要な役割を果た

すようになっているのである。中小の新興

企業は事業体制を確立している大手企業よ

り機動力と柔軟性で勝っており、技術革新

期に生じる「創造的破壊」に欠かせない存

在である。新興企業は新しいアイデアやイ

ノベーションの重要な担い手であり、需要

切手のデジタルイメージを開発している。

中小企業より大手企業の方が技術提携に

積極的な姿勢を見せている。共同作業は今

では、最後に残った解決法ではなく、最初

の最善の選択肢と受け止められている場合

が多い。しかも、企業はこれまで協力に慎

重な姿勢を示していたR＆Dについても積極

的に共同作業に取り組むようになっている。

企業が単独でイノベーションを行なうのは

稀になっているのである。画期的な商品を

生み出した企業のうち1社以上のパートナー

と組んだ企業の比率は、オーストリアでは

61％、スペインでは81％、デンマークでは

97％にも達している。入手可能なデータに

よれば、企業間の共同作業はまだ国内企業

同士という場合が支配的である。しかし、

外国企業（特に素材や部品の供給メーカー

や民間取引先）も国内のイノベーションネ

ットワークで重要な役割を果たしており、

その役割はますます強まっている。

政府も協力ネットワークが重要性を増し

ていることを認識している。大部分の政府

が今では企業のネットワーク化への意識を

高める努力を行なっているほか、情報、斡

旋、マッチングなどのサービスを提供して

企業のパートナー探しを支援している。経

験則によれば、政府はゼロからネットワー

クを創り出すことはできない。しかし、企

業同士が十分な信頼関係を築き上げるには

時間がかかるだろうが、他社との協力に慎

重な企業の姿勢を和らげることは政府にで

きる。英国の「フォーサイト」プログラム

のような長期的なネットワーク促進プログ

ラムは政府、学界、実業界の連携実現に役

立つ可能性がある。ネットワークが成功す

るためには、カギとなる技術を利用できた

り、重要な外国市場に参入できることなど

も必要になってくる。場合によって政府は

こうした問題の処理を後押しすることもで

きる。
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のパターンが不明確で、リスクが大きく、

技術がまだ完成されていない新分野では既

存の大手企業より優位に立てる可能性があ

る。急成長した新興企業の代表格はマイク

ロソフトである。米国では、大手企業－シ

スコはその一例－がシリコン・バレーに

「ショッピング」に出かけ、小規模の革新的

プロジェクトを丸ごと買い取ったり、出資

したりしている。シスコは1999年以降、

240億ドルを投じて55社を買収している。

マイクロソフトも1999年に44社の株式

（130億ドル）を、インテルも35社の株式

（50億ドル）を、それぞれ取得している。

イノベーションへの融資も新興企業を中

心に様変わりしている。新興企業は、リス

クの高い革新的企業への評価･監視能力を持

つベンチャーキャピタルを含めて、金融シ

ステムの支援を必要としている。新興企業

には財政的支援や多くの場合には経営的な

バックアップも必要である。ベンチャーキ

ャピタル市場が最も発達している国は現在

でも米国である。1999年には、インターネ

ット関連の投資が米国のベンチャーキャピ

タル投資総額の半分以上を占めた。ベンチ

ャーキャピタルへの投資額では、欧州－伝

統的な銀行が大きな役割を果たしている－

はまだ米国に遅れをとっている。日本では、

ベンチャーキャピタリスト－主に銀行の子

会社－は、リスクを分散するために多くの

企業に小額の出資をする傾向がある。米国

ではベンチャーキャピタリストがしばしば

新興企業の経営面にも関与するのに対し、

欧州と日本では経営面に関与するケースは

あまり多くない。欧州と日本では、プロジ

ェクト開発の初期段階でのベンチャーキャ

ピタル投資のシェアが近年急速に高まって

いるものの、今なお比較的低水準にとどま

っている。

ICTはどのような役割を果たすか？

ICTはイノベーションプロセスにおける

これらの変革の多くで重要な役割を果たし

ており、1990年代に入ってからICTのハー

ドウエアとソフトウエアの蓄積が急速に進

んだ。しかし、コンピュータこそ広く普及

しているように思われるものの、ICTの利

用はサービス業と一部の製造業に集中して

いるのが実状である。ICTの普及が加速し

たのは1995年以降で、ワールド・ワイド・

ウェブやブラウザなどのアプリケーション

をベースにしたICTのニューウェーブは経

済全体に急速に浸透した。これらの技術は、

コンピュータや通信システムの有用性を大

幅に高めるオープンネットワークの中で、

比較的低いコストでそうした既存の資本財

をリンクさせるものである。

ICTは、アウトソーシングと協力のコス

トを大幅に引き下げることによって、企業

間のネットワーク化の増大に寄与している。

ICTは、イノベーションプロセスを迅速化

したり、サイクルタイムを短縮したりする

上で重要な技術となっているばかりでなく、

成文化された知識やアイデアの急速な普及

を可能にし、さらに、科学をより効率化し

て企業との連携を強める上でも、重要な役

割を果たしている。今では有望な新薬を発

見したり、場合によっては不採用にするこ

とも、手間のかかる検査ではなく、コンピ

ュータシミュレーションを使ってできるよ

うになっている。ICTは、特許数で計測し

たイノベーション率の最も高い技術分野で

もある。米国商務省特許･商標局が1992～
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どうすれば政府はイノベーション環境を改善できるか？

国が急激な技術変革に対応できるかどう

かは、それに相応しい一連のスキルや円滑

に機能する商品･資本市場を整備できるかど

うかに大いにかかっている。これらの要素

があいまって、イノベーションを生み出し、

新しい技術を受け入れやすい環境を創り出

すからである。こうしたことを最も効果的

に行なっているのは米国で、米国の高いパ

フォーマンスを表現するのにしばしば「ニ

ューエコノミー」という用語が用いられて

いる。米国は過去20年間にわたり、競争を

強め、ネットワーク化と協力を促進し、産

学の連携を強化し、R＆D投資のリターンを

増大させるための一連の措置を実施してき

た。特許の保護範囲を公的助成金による研

究成果にまで広げたこと（1980年バイ･ド

ール法）が学界からの技術移転率に大きな

影響を与えている。連邦政府による資金助

成は画期的な科学的発明に寄与し、それは

現在の経済成長を支えている。

強い経済パフォーマンスが見られる他の

OECD諸国、例えばオーストラリア、デン

マーク、フィンランド、アイルランド、オ

ランダなどは、米国に比べるとはるかに小

国である。これらの国々の場合、海外の技

術への開かれた姿勢が重要な要素になって

いる。しかし、特定の技術分野に特化して

いる国では、そうした分野の強力な技術基

盤が極めて重要である。より一般的にいえ

ば、OECD内のこれらの小国はいずれも広

範な構造改革プログラムを実施し、これに

よって事業環境を改善し、競争を強め、企

業のパフォーマンス改善を後押しし、イノ

ベーションと成長を促進している。

これらの国々の経験は、競争が必須であ

ることを物語っている。企業がイノベーシ

99年に付与した特許総数のうち、ICTは

31％を占め、年間に約15％のペースで増え

ている。特許付与率が高いということは、

ICTを効果的に利用する上で必要な多くの

変革がICT関連のハードとソフトで行なわ

れている、ということである。

より一般的には、ICTは経済とイノベー

ションプロセスで多くの変革をおこしてお

り、これは他の経済セクターをより革新的

にするのに役立っている。技術の普及と

ICTへの投資は力強い成長の可能性につな

がる一方で、組織の再編も必要不可欠とな

っている。新たな戦略の立ち上げや新たな

ビジネスプロセスの採用、組織の再編、従

業員のスキルアップといった他の組織上の

資産と並行してICT投資を行なった時に、

ICTの価値は最大になるようである。米国

の最近の調査によれば、全企業の4分の1が、

インターネットがもたらす変化に対応する

ため組織の再編を行なっている。

イノベーションとICTは、最近の成長パ

フォーマンスでは密接に関連している。

ICTがなければ、イノベーションプロセス

における最近の変革やイノベーションへの

影響（ヒトゲノム解読など）は起きていな

かっただろう。逆に、イノベーションシス

テムや広く経済全域における変革がなけれ

ば、ICTの影響もそれほど大きくはならな

かっただろう。したがって、イノベーショ

ンを促進し成長パフォーマンスを助長する

政策は、この両分野に取り組む必要がある。
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ョンや効率を高める技術に投資するのは、

十分なリターンが期待できる場合や他社と

の競争からそうせざるを得ない場合である。

競争は技術のコストを引き下げる上でも重

要である。例えば、米国のICT投資が1995

年以降高水準となっているのは、1995～98

年にコンピュータ機器の価格が年率で約

28％と極めて急速に値下がりしたことと密

接な繋がりがある。競争は、ICTやインタ

ーネットなどの技術を経済の全域に普及さ

せる上で決定的な意味を持っている。技術

革新そのものによっても、電気通信市場の

多くの領域で独占的性質が排除された。技

術革新は競争の強まりと規制改革に寄与し

ているといえる。

電気通信市場の自由化と規制改革はICT

への投資を促進する。電気通信料金がICT

の、ひいてはインターネットの普及に影響

するからである。ICT普及率はOECD諸国内

で違いが見られるが、その理由の1つは電気

通信市場自由化の速度が違うことにある。

自由化の遅い国では、必要とされているイ

ンフラへの投資が十分に行なわれず、コス

トが増大している。OECD諸国の中でもう

まく行っている国の多くは、いち早く電気

通信市場と情報技術産業の自由化を始めた

国である。インターネット用ホストコンピ

ュータの密度では、現在のところ、北欧諸

国、カナダ、米国がリードしている。国に

よるインターネット普及度の違いをもたら

している重要な要素としては、規制枠組み、

市内電話料金（税込料金）、採算上必要な

ICTユーザーの少なさなどが挙げられる。

人的資本やベンチャーキャピタルへのア

クセス、行政上の規制の強さ、起業を取り

巻く状況など、新興企業のビジネス環境の

違いもイノベーションと成長パフォーマン

スに影響する可能性がある。オーストラリ

ア、デンマーク、アイルランド、米国など、

OECD諸国の中でも「うまく行っている」

国の多くでは、新興企業に対する行政上の

障害が比較的少ない。金融システムの違い、

特にリスクを伴うプロジェクトにどの程度

融資できるかいうことも、新興産業のイノ

ベーションやひいては成長に影響を及ぼす

可能性がある。何故なら、新興企業は資金

調達が難しく、事業の拡大やイノベーショ

ンへの投資を実施できなくなる可能性があ

るからである。伝統的な銀行が支配的な役

割を果たしている国より、金融市場がよく

整備されベンチャーキャピタリストが活発

な国の方が、イノベーションや新興産業へ

の資金再配分には適しているだろう。

新しい分野の重要な発展は幅広い科学的、

商業的知識に依存しているため協力作業が

欠かせなくなっている状況から、企業間の

技術提携力やM＆Aの実行力、貿易や外国直

接投資へのオープンな姿勢などもイノベー

ションでは重要な役割を果たす。しかし、

競争状態になる以前の研究上の協力につい

ては、後の段階で競争当局の強力な役割と

バランスをとる必要がある。さらに、

OECD諸国が海外の知識や技術に同じよう

に目を向けているとは思えないので、この

ことがイノベーションと技術変化に影響を

及ぼす可能性もある。

スキルを持った人材の不足もイノベーシ

ョンへの大きな障害の1つであり、その解消

に取り組む必要がある。この点では、人的

資源の国際的な流動性を高める必要もある

が、同時に、国が国内レベルで教育、スキ

ル向上、人的資源管理に取り組む必要もあ

る。需要が常に変化している経済において

は当初の教育だけではもはや十分でなく、

生涯学習の重要性が増しているのである。

経済がイノベーションを基盤にしたものに
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科学助成における政府の役割は何か？

科学とR＆Dへの公共投資から十分な利益

を引き出すのは政府の中核的な任務である。

科学と産業との結びつきは、OECD諸国を

通じて同じように確立されているわけでは

ない。改革は進行中であるが、OECDの最

近の調査によれば、多くの国では規制枠組

みとインセンティブ欠如が協力を限定的な

ものにしている。デンマーク、フィンラン

ド、米国など、いくつかのうまく行ってい

る国では、科学と産業面のイノベーション

との間に強い繋がりがあるという特徴が見

られる。

国がグローバルな知識の蓄積から恩恵を

受けようとすれば、科学の重要性はさらに

高まる。科学の基礎研究はインターネット

やレーザーなど社会を変革している多くの

技術の源泉となっており、生命科学はかつ

て見られなかったほど急速に進んでいるヘ

ルスケアやバイオテクノロジーの進歩に貢

献している。科学的発見や発明の多くはた

またま行なわれたものである。それも、目

的を絞り込んだ研究努力の副産物というよ

り（そうした場合もあるが）、科学的好奇心

の賜物という場合が多い。一般に偶然の産

物といわれる科学的発見はその性質からし

て予測できないものである。科学的発見が

偶然の産物だということは、政府は科学的

研究に対して過度に経済的、社会的な方向

づけを行なうべきではない、ということを

意味している。しかし、理解を深める必要

のある分野の長期的な研究に対して大まか

方向性を与えることなら政府にもできるか

もしれない。ただ、その場合でも、政府の

助成は競争によって決定されるものとし、

第一の判断基準は科学的卓越性と知的優秀

さに置くべきである。

政府の助成による

研究にとって特に重

要なのは、イノベー

ションの種をまき続

けることである。民

間部門が製品サイク

ルやR＆Dサイクルを

短縮すると、科学的

研究や幅広い用途を

持つ息の長い技術へ

の過少投資を招く恐

れがある。しかも、

大学や公的な研究所

で行なわれる公的助

成による研究があま

なればなるほど、創造力、チームワーク、 認知力が必要となる。
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りにも商業化すると、長期的な研究がなお

ざりになってしまう。政府の研究は、健康、

エネルギー、国防などの公的目標に沿った

ものでなければならないが、助成金獲得競

争の促進と特定プロジェクトへの助成金充

当の間で適切なバランスがとられなければ

ならない。

特にOECD内の小国の政府にとっては、

全ての科学分野を助成することは不可能で

ある。特定分野に注力することで科学的研

究への制度的な資金助成を補っている

OECD諸国が増えているのはこのためであ

る。こうした努力の多くは、特に新分野の

「研究センター」の設立に向けられている。

世界トップクラスの研究センターの設立は、

知識の発展やイノベーション能力の増強に

直接的な効果をもたらすばかりでなく、研

究ネットワークや研究グループを形成する

上でも重要な役割を果たす。研究センター

は、産業界と大学の研究者との間の協力環

境作りや、研究を発展させ、その結果とし

て得られる技術を普及させられるだけの人

材確保に役立つ。また、高度のスキルを持

った人材を世界中から惹きつける場として

も機能する。

科学とイノベーションへの政府の支援は、

科学と長期的研究への支援の範囲を超えて

いる。大半のOECD諸国の政府は、民間部

門のR＆Dとイノベーションへの振興策をと

っている。その背景には、R＆Dの民間への

リターンと社会へのリターンの間に差が見

られるということがあり、それは、民間部

門のR＆D投資が過少になっているためかも

しれないし、また、イノベーションにつき

ものの不確実性のせいである。政府の財政

的支援をめぐる重要な問題は、果たして政

府には十分正確に支援すべき分野を特定で

きるのか、ということである。ここで問題

なのは、「勝者を見つけ出す」ことではなく、

社会に大きな恩恵をもたらすイノベーショ

ンを生み出す可能性のある技術分野を特定

することである。さらに、そうしたプログ

ラムの構想も重要である。政府が企業のR＆

Dを直接支援する場合には、政府支援の一部

をベンチャーキャピタルのような新たな資

金に入れ替えることが可能かどうか検討す

る必要が高まっていくだろう。

政府は、直接的支援、税額控除、大学や

研究機関への資金助成など、様々な方法で

民間R＆Dを支援しているが、OECDの分析

によれば、これらがすべて同様に効果的で

あるというわけではない。財政的なインセ

ンティブや直接的な公的支援は民間R＆Dを

刺激するが、政府や大学による研究は民間

R＆Dを押し出してしまう恐れがある。しか

し、公的な資金助成による研究は、民間R＆

Dに直接的な影響を及ぼさなくても、企業が

利用する技術の開発につながる可能性もあ

る。国防関連のR＆Dが企業R＆D資金にマ

イナスの影響を及ぼすのに対し、非国防関

連のR＆Dの影響は中立的である。政府が企

業R＆Dに対してさらに的を絞って資金助成

するようにすれば、大学からの知識移転へ

の障害が少なくなり、結果的に、クラウデ

ィング・アウト効果は限定的なものになる

かもしれない。クラウディング・アウト効

果はすぐに顕在化するのに対し、波及効果

の方は顕在化するまでにある程度時間がか

かる。

民間R&Dへの政府支援は効果的か？
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政府の政策はニューエコノミー下のイノベーションに適応しているか？

多くのOECD諸国の政府は、科学、技術、

イノベーションの重要性の高まりに政策を

適応させるための措置を講じている。オー

ストリア、フランス、日本、韓国、メキシ

コ、ポルトガル、スペインなどの国は近年、

自国の科学･技術･イノベーション政策（STI）

を改革するための大規模な取り組みを行っ

ている。フィンランド、アイルランド、日

本、韓国、ニュージーランドなど多くの国

が、科学の基盤への支援を拡充している。

米国でも2000年予算では基礎研究への支援

額が10％以上増加した。これらの取り組み

は、経済成長への科学の貢献度を高めたり、

環境問題等の課題に対応することに狙いが

置かれている場合が多い。多くの国は、自

律性の強化、競争や業績に基づく資金助成、

公的研究の成果の商業化などを目指して、

大学改革にも乗り出している。また、科学

界と産業界の関係を律する規則も改革され

ている。多くの国は、大学を平等に扱うこ

とを止め、研究センターを設立している。

こうした取り組みは知識の創造と普及に役

立ち、イノベーション・ネットワークの中

核として機能する可能性がある。

ベンチャー・キャピタル市場への支援や

規制改革などを通じて、バイオテクノロジ

ーなどの急成長分野や新興企業育成に対し

これらの政策の実効性も国によってまち

まちである。企業への直接的な資金助成が

少な過ぎたり多過ぎたりすると、民間R＆D

への刺激効果は中間レベルの資金助成を行

った時よりも低くなる。企業R＆Dに対する

公的資金助成の実効性は、資金助成率が平

均約13％までは上昇していくが、それ以上

になると低下するという、逆U字型をして

いる。資金助成率が25％を過ぎると、いく

ら公的な資金を投入しても民間の資金に取

って代わるだけのようである。こうした効

果の実際の分岐点は、具体的な政策の中身

や経済状況に依存しており、それらは国や

時間的経過によっても異なるので、上記の

数字は例示的なものに過ぎない。次に言え

ることは、安定した政策の方が、変動しや

すい政策より大きな効果があるということ

である。さらに、政策ツールの実効性はど

のような政策手段を組み合わせるかによっ

ても異なる。特に、企業R＆Dに対する政府

の資金助成と税制上の優遇措置は代替関係

にある。つまり、一方が大きくなると、他

方の効果は薄れることになる。

以上のことは政策にとって重要な教訓を

示唆している。第1に、政府がどのような形

で企業R＆Dを支援するにしても、不確実性

を低下させる長期的枠組みの中で行なった

方が大きな効果を発揮する可能性が高い。

第2に、各種の政策手段は首尾一貫したもの

でなければならない。つまり、関係者間の

調整が必要であるということである。第3に、

政府が企業R＆Dを刺激しようとする際に

は、資金助成をあまりにも少なくしたり多

くしたりすることは避けるべきである。第4

に、国防関連R＆Dへの資金投入は、民間

R＆D支出を刺激するために行なうものでは

ないものの、非国防関連の民間R＆Dをクラ

ウディング・アウトする。第5に、大学が行

う研究は企業によって利用される可能性を

秘めており、政府が的を絞って資金助成す

るようにすれば、大学からの技術移転は増

えていくだろう。
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ても関心が集まっている。また、ネットワ

ーク化の役割についての認識はますます高

まっている。R＆D資金と研究グループの共

同作業との関わりがより密接になっている

他、産学の交流が重要な政策課題となり、

一部の国々はグループの形成に注力してい

るのである。研究者向けインセンティブの

仕組みや、学界内部や学界と産業界間の人

材の流動性を高める政策も注目されている。

一部の国では、頭脳流出への懸念や高度の

スキルを持った人材の国際的流動性が主要

問題となっている。

各国とも政策の成果を評価する努力も強

めている。STI政策を所管する閣僚会議を設

置したり、STI分野における協調体制の強化

などを通じて、政府の最高レベルでもSTIに

関心が集まっている。多くの国は社会全体

としてSTI政策の構築に取り組んでいく努力

も強めている。長期計画を策定する「フォ

ーサイト」プログラムや協議会はOECD各

国で一般的になってきている。例えば、オ

ーストラリアと米国はここ1年ほどの間にイ

ノベーションに関する大規模なサミットを

開催している。

OECDがこれまでほとんど政策勧告をし

たことのない国（オーストラリア、フィン

ランド、米国など）も大幅な政策の見直し

に動き出している。これは、STIが定期的に

チェックする必要のある分野であることを

示す何よりの証である。多くの政府が企業、

研究者、その他のパートナーと協力して政

策を立案、実施している。持続的な変革を

支えていくには関係者の積極的関与が必要

だからである。現在行なわれている変革が

十分な効果を発揮するかどうかを評価する

のは難しい。最善の慣行や政策見直しの必

要性は、時の経過とともに変わっていくか

らである。最近改革に乗り出した国はイノ

ベーションシステムをより効果的なものへ

と変革する方向に第一歩を踏み出したに過

ぎない。今なお、さらに改革を進めるとと

もに、科学的進歩、イノベーション、経済

成長を実現するための手法について学習す

る大きな余地が残されている。

次の課題は何か？

OECD諸国の科学技術政策には多くの変

化がおこっている。OECDは、良い政策慣

行の加盟国全体への普及に寄与している。

現在OECDでは、OECD各国における科学

界と産業界の連携度合いを測る指標の開発

が行なわれている。この指標が完成すれば、

イノベーションにおける科学の役割に影響

を及ぼす主な障害について理解が深まるの

で、OECD加盟各国の政策改善に役立つは

ずである。2001年には、経済成長に関する

OECDの研究が完了し、経済成長における

科学、技術、イノベーションの役割をめぐ

る一連の政策勧告を盛り込んだ包括的な報

告書が閣僚理事会に提出される予定である。

ニューエコノミーに関連する分野を中心に

した科学的進歩と技術的発展を測る指標の

改良作業も引き続き行なわれる。この作業

が完了すれば、経済成長と社会変革の根源

への理解はさらに深まるはずである。
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